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 第１章 高等教育の発展  
 
 






1945 年 8 月 15 日時点の高等教育機関数は 19 校で 1,490 人の教員と 7,819 人の学
生が在職・在籍していた。韓国の高等教育はこの規模から出発したことになるが、
その後の発展は目覚ましく、校数に注目するだけでも 1970 年には 168 校、1980
年には 237 校、1990 年には 265 校、2000 年に 372 校、2010 年に 411 校、そし
て 2016 年には 432 校と、およそ 70 年間に 20 倍以上の驚異的な量的成長を成し
遂げた。これらの数値には、全ての高等教育機関、2 年制や 4 年制、あるいは韓国
の分類で言えば（第 2 章参照）、一般大学、専門大学、教育大学、産業大学、技術
大学、放送大学等の各種の大学が含まれるが、その中核となる 4 年制の一般大学
だけを見ても量的拡大は明らかである。2017 年現在 189 校であり、国立が 34 校、
公立が 1 校、私立が 154 校となっている。経済発展が特に著しかった 1980 年時
点の 85 校（国立 19・公立 1・私立 65）から考えても、およそ 2.2 倍の成長を遂
げた1。  
 一方、大学進学率の上昇もこれに劣らず劇的である。韓国は 1984 年に 21.2%を
記録してマス化の段階に突入したが、そのほぼ 10 年後の 1995 年には 51.4%にま
で上昇しユニバーサル化の段階に到達した。しかもその勢いは衰えず、さらに約




















1．1950 年代  
（1）戦後大学の誕生  
 現代韓国における高等教育関連政策は米軍政下（1945－1948）に始まったと言
える。朝鮮教育委員会（1945 年 9 月 16 日発足）と朝鮮教育審議会（1945 年 11
月発足）がその中心的機構であったが、特に後者の審議会は従来の複線型学制を
廃止してアメリカに倣った単線型学制を採択し、その後の韓国教育の基本枠を確
定したことに意義があった。ここで現在に繋がる小学校 6 年、中学校 3 年、高校 3
年、大学 4 年のいわゆる 6－3－3－4 制の基本枠が決定された。また、同審議会は、
植民地時代に大学と専門学校とに二元化されていた高等教育機関を大学に一元化







結果、1948 年になると高等教育機関数は 42 校、在籍学生数は 2 万 4,000 人に増
加し、たった 3 年間で 2 倍の成長を見せたのであった。もちろん、米軍政の諸政
策はあくまでも過度期的なものであり、教育政策の本格的な展開は 1948 年 8 月の
新政府樹立を待たなければならなかった。その初めての試みが、1949 年 12 月 31
日に公布された「教育法」であり、幾度の改訂を経たものの、公布時の骨格は現
在まで韓国教育全般を規定していると言える。  
 その後 1950 年 6 月 25 日に勃発した朝鮮戦争は 1953 年まで約 3 年間続いたが、







に占領されて大混乱に陥り、その後、同年 9 月 28 日のソウル奪還によって教育再
開の機会を得たものの、中国の参戦によって再び避難を余儀なくされたのである。
戦線が朝鮮半島の南北を移動する厳しさのなかで、釜山に避難していた政府は「戦
時下教育特別措置要綱」（1951 年 2 月）と「戦時措置令」（1951 年 5 月 4 日）に
より戦時下の大学教育の存続をはかった。この一連の措置によって誕生したのが
「戦時聯合大学」であった。釜山・光州・全州・大田など各市に開学した戦時聯
合大学は教授 444 人が動員され、釜山で 4,268 人、光州で 527 人、全州で 1,283





























この時期の大学教員の確保へ向けての施策は 2 つに大別できる。第 1 の施策は国
外養成である。つまり、大学講師や中等学校教員から選抜した比較的若い人材を
外国（主に米国）の大学院に留学させるものであった。1953－1957 年にこの施策

























拠に、1957－58 年に部分的な大学整備が実施され、全国 55 大学のうち 32 校が整
備対象になり、結果として学生総定員 8 万 3,580 人から 6,710 人が削減された。
しかし、それが目指す目標と現実との間にはまだ隔たりがあり、大学側が幾度も
猶予措置を願い出てもひたすらに整備を先送りするほか、「大学設置基準令」が定








らくの間そのスピードを弱めることになる。1955 年に 71 校であった高等教育機
関（「大学」以外も含む）は、翌 1956 年には 74 校、1957 年に 79 校、1958 年に
79 校、1959 年に 80 校と、それ以前の時期に比べて増加幅は著しく鈍化している。
また、学生数で言えば 1955 年の 7 万 8,649 人から翌 1956 年に 8 万 4,996 人へと
増加するものの、1957 年には 8 万 142 人へと減少し、さらに 1958 年には 7 万 9,449




2．1960－70 年代  
（1）朴正熙政権（1961－1979）11 
 1960 年の「4.19 革命」で登場した民主政権は、高等教育における質的向上と学
内民主化を目指したが、翌 1961 年 5 月 16 日の軍事クーデタによって短命に終わ
った。したがって、民主政権の教育施策が実現することはなく、以後の高等教育
政策はもっぱら軍事政権の一連の政策によって規定されることになる。その第一









任命プロセス（第 11 条）、私立学校教員の解職命令（第 12 条）、学校法人と理事
の選任基準（第 17 条）、学校法人理事の任期（第 18 条）、学校法人理事の承認取




 ぼした。「教育に関する臨時特例法」が公布されてから 4 日が過ぎた 9 月 5 日に政




【表 1－1】私立大学整備基準の主要内容  
1）不正・紛糾大学の整備、大学の地域分散、人文系縮小と実業系増強  
2）全国大学生定員を 10 万人レベルから 7 万人レベルへと縮小  
3）大学経常費の 3 割を私学財団が負担すること、教授の定年を 60 歳にすること
（以前は 65 歳）、大学入学資格試験、学士卒業の国家試験、教員の研究実績審査  
4）可能な範囲で各地単科大学を国立大学へと吸収統合  





育』韓国大学教育協議会 Vol.52、71 頁。  
 
これらの政策は関係者らの意見を反映しない一方的なものであったが、この「臨
時特例法」に基づいて行われた大学整備の結果、1961 年に 4 年制大学のあり方は
大きく変化した。国立大学の場合、整備以前は 9 校に 2 万 9,440 人の学生が在学
していたが、整備以後は 8 校に 1 万 7,340 人が在学するに留まっている。高等教
育機関は 1 校だけ減少したが、学生数は 1 万 2,100 人も減少し、実に 41％の減少
率を見せたことになる。一方、私立大学の場合、42 校から 28 校へと 14 校が整理
され、学生も 5 万 4,320 人から 4 万 250 人へと 26％減少した。夜間大学を含める
と、この大学整備によって全体として 71 校 9 万 1,290 人から 50 校 6 万 6,410 人
へと減少するに至った。こうした整備のなかで、唯一大幅に増加したのが 2 年制
大学である。軍事クーデタ前に 12 校 3,208 人だった 2 年制大学は 1962 年には 27
校 1 万 590 人へと増加した。また教育大学もこの時期に 10 校が新設されている 12。  
 本来「臨時特例法」は大学数や学生定員を強制的に減らすことがその狙いだっ
たと言えるが、社会的な反発が強く、早くも翌 1962 年には修正案が発表された。
それは、1）私立大学学生定員の増加、2）女子大学定員（4 万 6,000 人）の超過










年当時 50 校だった高等教育機関は、1970 年には 127 校、1971 年 135 校、1972
年 141 校、1973 年 167 校、1974 年 185 校、1975 年 180 校、1976 年 194 校を記
録し、1977 年にはついに 200 校を超えて 201 校になった。この数的伸長はその後
も続き、1978 年には 207 校、1979 年には 222 校を記録した。このような高等教
育の量的拡大は国公立と私立の両者に言えることであった。1970 年に 46 校であ
った国公立大学は 1979 年に 77 校へとおよそ 1.67 倍増加し、私立大学は 1970 年





1960 年代後半に朴政権は 2 度の「経済開発 5 カ年計画」15を推進し、教育面でも




設置（1972 年）などがある。  
 1973 年に運営が始まった「実験大学」は大学の「自律規制（自治）」を唱えた
もので、既存大学からの申請を受けてその一部を「実験大学」と指定して 1）1955
年以来の卒業履修単位を 160 単位から 140 単位へ減らし、2）学科別定員でなく大
学別・学部別の定員のみにし、3）学生の自主的な選択で副専攻や複数専攻を選択
できるようにする、ものであった。1973 年に 10 校の実験大学が選定されたこと
を皮切りに、1974 年に 16 校、1975 年に 20 校、1976 年に 24 校、1977 年に 29
校、1978 年に 32 校、1979 年に 39 校へと増加し、1980 年には 85 校の 4 年制大
学のうち 43 校が、また 26 総合大学のすべてがこの「実験大学」に加わった17。
これは 4 年制大学全体のおよそ 4 分の 3 が参加したことになる。  




 51 の学科が指定され、研究費・実験実習費・奨学金等を集中的に支援した。  
 また、この時期には短期高等教育の改編も推進された。先ず 1972 年 3 月 9 日の
「韓国放送通信大学設置令」の公布によってソウル大学の附設機関として始まっ
た放送通信大学である。経済的状況などによって学業の機会に恵まれない学生を
想定して 2 年制で始まったもので、その成功によって同大学は 4 年制へと改編さ
れ 1981 年からは学士学位を授与できるようになった。また 1982 年にはソウル大
学から独立した大学として認可されるに至っている。  
次に専門大学の設置が挙げられる。そもそも 1951 年の「教育法」改正に際して





3．1980－90 年代  
（1）全斗煥政権（1980－1987）  










【表 1－2】「7・30 教育改革案」の高等教育に関する主要内容  
1）本考査の廃止と内申成績の反映  
2）卒業定員制の実施：1981 年から卒業定員の 130％に相当する入学定員を許可。 
3）全日授業大学の運営  
4）大学入学定員の拡大：1981 年に 10 万５千人増員。以後、順次拡大。  
5）放送通信大学運営の強化  
6）教育大学の授業年限延長：教員資質の向上のため、既存の年限 2 年を 4 年へと
延長  








増加を目指したのである。この時期に一般大学の学生数は 1980 年の 40 万 2,979
人から 1990 年には 104 万 166 人へと激増したが、大学数は必ずしもこれに相応





 ところが、1980 年の「7.30 教育改革案」以後、1990 年代半ばに至るまで高等
教育政策は根本的な変化を経験せずに維持されてきた（ただし、卒業定員制は 1984
年から廃止）。この時期に高等教育に関して付記しておくべきことは、1 つは「韓
国大学教育協議会」の出帆（1982 年 4 月 2 日）で、もう一つは「教育改革審議会」
の発足（1985 年 3 月 18 日）である。前者は全国 97 校の大学学長が参加して発足
したもので、主に高等教育研究や大学評価、高等教育政策の立案及び諮問などの







晒されながらも、その後の「中央教育審議会」（1988 年 5 月 30 日設置）、「教育政














が翌 1995 年 5 月 31 日の「世界化・情報化時代を主導する新教育体制樹立のため
の教育改革方案」、通称「5.31 教育改革案」に凝結された。またその後も文民政府
は教育改革に力を入れ、1997 年まで毎年教育改革案を発表し、「5.31 教育改革案」












案が施行された 1997 年の私立大学は 124 校を数え、前年の 108 校に比して 1 年
で 16 校も新設された23。つまり、それは「大学ブーム」を巻き起こした 1950 年
前半期を彷彿させたのであるが、必然的に大学乱立の問題も再燃させたのであっ
た。ただし、この「ブーム」は短期間で収束せず、結局私立大学は 1995 年の 105





























                                                          
1 学生数も、学士課程の場合 1980 年の 40 万 2,979 人から 2017 年には 205 万 61
9 人へと 5.1 倍増加した。また、同期間、大学院の数は 121 校 (国立 32・私立 89)
から 1,199 校 (国立 232・公立 9・私立 958)へと 9.9 倍となり、大学院生数は 3
万 3,939 人から 32 万 6,315 人へと、こちらも 9.6 倍に激増している。(教育統計
サービス「高等教育機関学校数」（2017 年調査）（http://kess.kedi.re.kr/ 、201
7 年 11 月 18 日検索）。なお、本章で取り上げる高等教育機関の各種統計はお断
りのない限り教育統計サービスの統計を基本として、李亨行論文（註 3 等）や金
鍾喆書（註 10）で言及されている 1980 年以前の統計を付け加えたものである。 
2 統計庁 e-ナラ指標「就学率および進学率」（http://www.index.go.kr/potal/stts/i
dxMain/selectPoSttsIdxSearch.do?idx_cd=1520、2017 年 11 月 8 日検索）。  
3 李亨行（1991）「高等教育体制形成期 (1945-1949)」『大学教育』韓国大学教育協
議会 Vol.49、77-78 頁。  
4 各級学校は、4 万 7,451 の教室のうち 1 万 891 室が全壊し、1 万 2,063 室が半壊、
大学は 2,763 室のうち 562 室が全壊、1,057 室が半壊された（李亨行「高等教育
開放政策と量的成長（1950-60）」韓国大学教育協議会『大学教育』Vol.50、199
0 年、64-65 頁。  
5 李亨行（1991）、前掲書、65 頁。  
6 同上、66 頁。  
− 11 −
                                                                                                                                                                  
7 韓国において義務教育は 1948 年に憲法と教育法によって制定されたが、実質的
に初等教育が義務化されたのは 1954－1959 年間の「義務教育完成 6 カ年計画」
においてである。  






1 月 7 日付）。  
9 1970 年 4 月に文教部は「大学実験・実習設備基準令」を新たに制定した。これ
によって実験・実習・実技など特別な設備を必要とする学科と、整備すべき施設
の基準が規定され、全ての大学が 1973 年までの 4 年間にこれらの施設・設備を
設置した（「京郷新聞」1970 年 4 月 23 日付）。  
10 金鐘喆『韓国教育政策研究』ソウル：教育科学社、1989 年、363 頁。  
11 1961 年 5 月 16 日に朴正熙を中心にした軍事クーデタによって樹立した独裁政
権。その後、長期集権のために 1969 年と 1972 年に憲法を改正し、朴正熙が暗
殺される 1979 年 10 月 26 日まで続いた。この時期韓国は強制的な国家政策の執
行によって目覚ましい経済発展を成し遂げるが、貧富・都農の格差が社会問題と
して浮上し、労働者権利の制約、民主主義の弾圧などの措置が取られた。  
12 李亨行（1991）、前掲書、72 頁。  
13 金鍾喆『韓国高等教育研究』ソウル：培英社、1979 年、90 頁。  
14 李亨行（1991）、前掲書、72 項。  
15 「経済開発 5 カ年計画」とは、1962－1982 年に実施された国民経済の量的成
長及び質的発展、国民生活の改善のために 5 ヵ年単位で 4 回にわたって実施され
た経済計画である。  
16 「国民教育憲章」とは、国民の倫理と精神的な基盤を確立するために 1968 年 1








                                                                                                                                                                  
特定の専門職業に従事できるまでの独自の資格や専門性を持つことができず、発
展することはなかった。  
























本と同様に、韓国の高等教育で圧倒的な比重を占めるのは 4 年制の大学と 2 年制の専門大
学、そして大学院である。これは人材養成のあり方を、学生が身につける知識の程度に従

























 そこでまずは、韓国の高等教育機関の現状（2017 年 11 月現在）を【表 2－1】にまとめ
て示すことにする。上記の 7 種類の教育機関が、設置主体別に量的に示されている。 
 
【表 2－1】 韓国高等教育機関の現況 
区分   学校数   学科数 在籍学生数  教員数   職員数  
総計 430 29,876 3,437,309 90,902 56,038 
国立 50 6,908 766,713 19,698 15,754 
公立 8 234 26,901 650 498 
私立 372 22,734 2,643,695 70,554 39,786 
大学 189 11,874 2,050,619 66,795 43,300 
国立 34 2,757 461,952 15,865 13,860 
公立 1 43 12,775 374 220 
私立 154 9,074 1,575,892 50,556 29,220 
大学院 1,199 10,486 326,315 8,027 1,331 
国立 232 3,675 106,444 2,616 311 
公立 9 72 2,950 47 - 
私立 958 6,739 216,921 5,364  1,020  
教育大学（国立） 10 141 15,839 841 806 
専門大学 138 6,066 677,721 12,804 8,167 
国立 2 45 2,339 92 94 
公立 7 119 11,176 229 278 
私立 129 5,902 664,206 12,483 7,795 
放送通信大学（国立） 1 30 171,692 152 552 
産業大学 2 579 25,343 375 228 
国立 - 231 5,254 - - 
私立 2 348 20,089 375 228 
技術大学 1 3 97 - - 
各種学校 2 40 3,456 148 134 
遠隔大学 2 23 2,911 23 38 
社内大学 8 11 605 4 9 
サイバー大学 19 326 121,310 593 956 
− 16 −
専攻大学 3 48 12,610 257 130 
機能大学 9 249 28,791 883 387 
※学校数は、廃校及び分校・キャンパスは除外。 
※大学院数は、大学付設大学院と大学大学院の合計であり、大学大学院数は 2016 年 4 月




出典：教育統計サービス『2017 年教育統計年報』＜http://kess.kedi.re.kr/＞（2017 年 11
月 8 日閲覧）を参考に筆者作成。 
 
 2017 年現在、韓国の高等教育機関は 430 を数える。うち、一般大学・教育大学が 199




 残り 47 機関の内訳をみてみよう。まず、「高等教育法」の「遠隔大学」にあたる国立
韓国放送通信大学と私立のサイバー大学、そして遠隔大学が合わせて 22 校でほぼ半分を
占める。後述するが、ほとんどが 2000 年以後に設立された新しい形の高等教育機関であ

























このような大学院の数は 1980 年に 121 校、1990 年には 298 校に過ぎなかったが、199
0 年代後半の増加が驚異的であり、2000 年に 812 校、2004 年に 1,002 校、2011 年に 1,1
26 校を数えるようになり、2014 年にはそれまでの最多となる 1,165 校に達した。その後、






れている。しかし、2016 年現在 46 校を数える大学院大学のほぼ半数が首都圏所在の宗教
系の高等教育機関であり、第 1 章で言及した「大学設立準則主義」に基づいて開設された
ものが多く、その不安定さが問題になっている。例えば、2013 年の場合、専任教員が 10








79 年の専門大学の設立はこれら以前の 2 種類の教育機関が統合・再出発したという性格を
も持つ。 
 設立当時には学士学位などの授与は想定されておらず、1996 年に至ってようやく専門大
学が「専門学士学位」を授与する道が開かれ、従来の 2 年制課程に加えて 2002 年からは
3 年制課程も制度化された。その後、2008 年には「学士学位専攻深化課程」が導入され、
3 年制に加えてさらに 1 年間履修を続けることによって、専門大学でも学士学位の授与が
− 18 −
可能になった。さらに 2011 年には看護学科に実際 4 年制課程が設けられ始めている。こ
れら一連の変遷の結果、専門大学には 80 単位の履修が必要な 2 年制専門学士学位課程、1
20 単位の履修を要する 3 年制専門学士学位課程、140 単位の履修が必要な 4 年制学士学位
課程、そして学士学位深化課程が併存することになった。定員外で運営されるこの学士学
位深化課程は「高等教育法」第 50 条第 2 項に基づくもので、同一系列の専門大学卒業者
を教育対象にする。専門大学と合わせて 4 年の課程を修了すれば学士学位が授与されるの
で、2 年制専門大学卒業者は卒業後 2 年、3 年制卒業者は 1 年をこの課程に在籍すること
が求められる。2016 年には 1 万 1,400 人がこの課程に入学している。 
 この専門大学は、2016 年現在 137 校あり、国公立が 9 校、私立が 129 校である。学生
数は全部で 69 万 7,214 人であるが、ピーク時の 2003 年の 96 万 3,129 人に比べれば 30％
近く減少しており、この傾向は 2004 年以来常態化していることが目を引く。確かに、20









 「教育大学」は小学校教員の養成を目的とする大学である。その起源は 1895 年の漢城
師範学校にまで遡ることができるが、一般には 1962 年の教育大学設置からその歴史が始




であり、1962 年に 10 校が新設され、その後 1960 年代を通じて 6 校が新設され計 16 校に
なった。ただし、1973 年にはこれら 16 校のうち 5 校が一般大学へと改編され、11 校が
教育大学として残った。 
その後これら残りの教育大学が 4年制大学に昇格したのは 1981年から 1984年の間であ







 これまで大学院・教育大学・専門大学について概観したが、第 1 章で述べた大学と合わ
せてこれらの量的拡大の推移をここでまとめてみる（【表 2－2】参照）。大学の量的拡大
が何回かの波を経験しながら持続していることはすでに第 1 章で述べた通りであるが、そ
れは専門大学についても同様である。1970 年に 65 校があった専門大学は 1980 年になる
と 128 校と 2 倍の成長を見せている。その後、一時減少したものの、2000 年代前半には









数 学生数 数 学生数 数 数 学生数 数 学生数 
1970 71 146,414 - 6,640 - 16 12,190 65 33,483 
1980 85 402,979 121 33,939 - 11 9,425 128 165,051 
1990 107 1,040,166 298 87,163 - 11 15,960 117 323,825 
2000 161 1,665,398 812 229,437 17 11 20,907 158 913,273 
2001 162 1,729,638 887 243,270 18 11 21,418 158 952,649 
2002 163 1,771,738 927 262,867 18 11 23,259 159 963,129 
2003 169 1,808,539 985 272,331 25 11 23,552 158 925,963 
2004 171 1,836,649 1,002 276,918 28 11 23,335 158 897,589 
2005 173 1,859,639 1,017 282,225 34 11 25,141 158 853,089 
2006 175 1,888,436 1,015 290,029 36 11 25,881 152 817,994 
2007 175 1,919,504 1,006 296,576 36 11 25,834 148 795,519 
2008 174 1,943,437 1,018 301,412 37 10 24,116 147 771,854 
2009 177 1,984,043 1,077 306,471 38 10 22,879 146 760,929 
2010 179 2,028,841 1,098 316,633 40 10 21,618 145 767,087 
2011 183 2,065,451 1,126 329,933 41 10 20,241 147 776,738 
2012 189 2,103,958 1,134 329,544 43 10 18,789 142 769,888 
− 20 −
2013 188 2,120,296 1,157 329,822 43 10 17,500 140 757,721 
2014 189 2,130,046 1,165 330,872 44 10 16,566 139 740,801 
2015 189 2,113,293 1,150 333,478 47 10 15,967 138 720,466 
2016 189 2,084,807 1,149 332,768 46 10 15,903 138 697,214 
2017 189   1,153   46 10   138   
出典： 教育統計サービス「高等教育機関学校数」（2017 年調査） 及び「高等教育機関学
生数」（2016 年調査）から筆者作成（http://kess.kedi.re.kr/、2017 年 11 月 18 日閲覧）。 
 
注目されるのは大学附設大学院の増加で、1980 年に 121 校、学生 3 万 4,000 人くらい














等教育機関は、放送通信大学が 1 校、サイバー大学が 19 校、遠隔大学が 2 校で、合わせ
ると 22 校である。その他には技術大学が 2 校、各種学校が 2 校、社内大学が 8 校、専攻












隔大学」のうち 18 校が学士学位課程を、3 校が専門学士学位課程を設けており、インター
ネットなどを用いた遠隔授業を実施して学士学位を授与している。代表的な「遠隔大学」
は国立の韓国放送通信大学である。1968 年の「教育法」改訂によって設置の法的根拠が与
えられ、1972 年に大統領令によってソウル大学附設機関として開校した。最初は 2 年制
の初級大学として出発したが、1981 年に 5 年制の学士学位課程に編成され、1991 年には
履修方法を改善して 4 年制課程に再編された。現在は 4 つの学部（22 学科）と 1 つの大




あるが、2016 年時点で 12 万 4,221 人が在籍している。これを韓国放送通信大学の在学生










ことが始まりであることがわかる。その直後の 1983 年 3 月に「京畿開放大学」が設置さ
れたのを皮切りに、1992 年にはソウル、釜山、大田、光州、慶北、群山、三陟、尚州の８
カ所に開放大学が設立された。1998 年 3 月に「高等教育法」の改訂に伴い「産業大学」
の名称が確立し、2000 年から 2003 年の間には国立 8 校、私立 11 校と、全部で 19 校の産























もので、現在はサムスンや POSCO、現代などの大手企業を中心に 8 つの社内大学が運営
















実であると言える。それは第 1 章で言及した高い大学進学率によっても裏付けられる。 






のであり、第 3 章以下から韓国高等教育の諸相をみていくことにする。 
 
                                                     
1 法律第 14600 号。制定は 1997 年 12 月 13 日。2011 年 7 月 21 日に大々的な改訂が行わ
れた。本稿で参照したのは 2017 年 6 月 22 に施行されたものである。 
2 同法律はこれらを遠隔大学と総称している。 
3 法律第 14600 号。制定は 1997 年 12 月 13 日。2011 年 7 月 21 日に大々的な改訂が行わ
れた。本稿で参照したのは 2017 年 6 月 22 に施行されたものである。 
4 韓国科学技術院（KAIST）、光州科学技術院、大邱慶北科学技術院、蔚山科学技術院、
各種の士官学校、警察大学、韓国芸術総合学校等が一般に「特殊大学」と呼ばれている。 
5 教育統計サービス「高等教育機関学校数」（2017 年調査） （http://kess.kedi.re.kr/、2
017 年 11 月 18 日閲覧）。 
6 教育統計サービス「高等教育機関学校数」（2017 年調査） 及び「高等教育機関学生数」
（2016 年調査）、（http://kess.kedi.re.kr/ 、2017.年 11 月 18 日 閲覧）。 
7 教育統計サービス『2017 年教育統計年報』（http://kess.kedi.re.kr/ 、2017 年 11 月 18
日閲覧）。 
8 韓国遠隔大学協議会、「サイバー大学一般現況」（http://www.kcou.org/、2017 年 11
月 18 日閲覧）。 
9 韓国放送通信大学「学校紹介」及び「卒業案内」（https://www.knou.ac.kr/、2017 年 
11 月 18 日閲覧）。  
10 教育部高等教育機関類型政策研究チーム（研究責任者：イム・ヨンギ）『高等教育機関
類型再構造化政策研究』、2015 年、30 頁。 
11 同上、39 頁。 
12 同上、41-44 頁。 
13 同上、46 頁。 
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 第 3 章 大学入学者選抜制度  
 
 






















































目」の 1 つが選択必修科目となり、大学定員の 140%が同試験で選抜された。その
後実施される大学別試験では「国・数・英」の必須科目と選択科目として 1 科目
が加えられた。しかし、2 回の試験を受けることは受験生にとって負担が大きいな
どの批判から、国家連合考査は僅か 1 年で廃止された。  

















学 I」、「英語」、「社会」、「科学」、「実業（家庭）」の 6 科目の必須科目と選択科目














































願への制限が設けられた。当初の 1982 年には 2 大学に志願可能だったが、1983





学力考査の入試科目は、最初の 1982 年は 14 科目だったが、1984 年に人文・自
然系（日本の文系・理系に相当）それぞれに 1 科目（人文：「国語 II」／自然：「数
学 II」）が追加され 15 科目になった。その後、人文系は 1985 年には「科学」が、
1986 年にはさらに「第 2 外国語」が追加され 17 科目になった。しかし、1987 年



























































項」は「高等教育法」第 34 条 5 及び「高等教育法施行令」第 32 条を根拠にして





【表 3－1】大学入試の標準類型  
区分  選考の類
型  








論述中心 ・論述など  
実技中心 ・実技など（特技などの証明資料の活用可）  
定時  
募集  
修能中心 ・修能など  
実技中心 ・実技など（特技などの証明資料の活用可）  













了する時点を基準に 9 月から 12 月の間に実施される。大学によっては募集期間内





【表 3－2】2017 年度大学入試における随時募集の日程  
区 分  内 容  
願書受付け  2016.9.12（月）～21（水）のうち 3 日以上  
 選考期間   2016.9.12（月）～12.14（水）の 94 日間  
合格者発表  2016.12.16（金）以前  
合格者登録  2016.12.19（月）～21（水）の 3 日間  
随時未登録充足の合格通知締切 2016.12.28（水）21：00 以前  
随時未登録充足登録の締切  2016.12.29（木）  










随時募集による選抜者数は 2015 年以降漸進的に増加傾向にある12。2017 年大
学入試では全体定員の 70.5％（24 万 6,891 人）が随時募集で選抜され、前年比 3.1％
− 31 −
 増加する結果となったが、2019 年の選抜比率はさらに拡大して 76.2％と史上最高
値に達することが予定されている。また選考要素については、2017 年の随時募集
では「学生簿中心選考」による選抜が最も多い 85.8％（教科：13 万 8,995 人／総
合 7 万 101 人）と推計されている13。  
 








【表 3－3】2017 年度大学入学典型における定時募集の日程  
区 分  内 容  




カ群  2017.1.5（木）～14（土）の 10 日間  
ナ群  2015.1.15（日）～21（土）の 7 日間  
タ群  2017.1.22（日）～2.1（水）の 11 日間  
合格者発表  2017.2.2（木）以前  
合格者登録  2017.2.3（金）～6（月）の 4 日間  
定時未登録充足の合格通知締切
り  
2017.2.16（木）21：00 以前  
定時未登録充足登録の締切り  2017.2.17（金）  






の大学入試における随時募集人員は全体定員の 29.4％（10 万 3,145 人）と示され、
前年比 1 万 3,017 人が減少した。選抜要素別にみると「修能試験中心選考」によ
− 32 −




























【表 3－4】等級別基準比率  
等級   1 2 3 4 5 6 7 8 9 
基準比率（%）  4 7 12 17 20 17 12 7 4 
累積比率（%）  4 11 23 40 60 77 89 96 100 






















目 20 問、試験時間 30 分）となり、それを受験しない場合、成績表が発行されな










算出される。【表 3－5】のように 50 点満点の分割点数 40 点を基準に 5 点ずつ降
等する 9 等級制で評価される。なお、2018 年度の試験からは、「英語」科目の評




 【表 3－5】韓国史領域の等級分割の点数  

































5 点  
以上  
5 点  
未満～
0 点  





















































以後 2008 年には全国の 10 大学でパイロット的に導入された同制度が、2013 年に
は 124 大学で実施するまで拡大した。また 2015 年度からは「学生簿総合選考」に













































 【図 3‐1】 「入学査定官制度」評価要素及び基準の例  
 
出典：韓国大学教育協議会「大学の自律的な入学査定官制の運営方案」発表（報





































とを報告した。それによれば、2014 年度の大学別の選考方法数が 6.76 だったの
に対して、2015 年度は 4.15 に減少し、学生簿の反映比率は 2014 年度の 44.5％に






























実施から 2 年目を迎える 2017 年度の大学入試ではソウル大学をはじめとする
11 大学の個別試験で違反事例が摘発された。これは教育部が韓国教育課程評価院
の先行教育予防研究センターに依頼した調査の結果で発覚したもので、「論述」・















































































た（教育部「教育 50 年史」、471-473 頁。）  
5 教育部「教育 50 年史」、492-493 頁。  
6 韓国日報（2014 年 11 月 28 日付）。  
7 ユン・ジョンイル他『韓国教育政策の探究』ソウル：教育科学社、1996 年、28
7 頁。  
8 教育部、前掲書、493 頁。  
9 大教協は、「高等教育法」第 34 条 5 及び「高等教育法施行令」第 32 条を根拠に





事項」、2014 年）。  
10 その構成は、大学総長や市・道教育監、高等学校長、保護者などが委員として
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参加する。  
11 随時募集は、一般に 1 学期が終了する時点を基準に 9 月から 12 月の間に完結
する。大学によっては募集期間内に 1 次、2 次などに分けて選抜することもある。  
12 教育部「2017 年度随時募集要項主要事項」2014 年（報道資料）及び教育部「2018
年度随時募集要項主要事項」2017 年（報道資料）。  
13 韓国大学教育協議会「2017 学年度随時募集要項主要事項発表」（報道資料）。  
14 選抜群の分類対象には一般大学と教育大学は含まれるが、専門大学・産業大学
は適用外となる。  
15 韓国大学教育協議会「2017 学年度定時募集要項主要事項発表」（報道資料）。  








19 内申正規の計算式は「（席次／全校生数）×100」である。  
20 「社会探究領域」は、「生活と倫理」と「倫理と思想」、「韓国地理」、「東アジア
史」、「世界史」、「世界地理」、「法と政治」、「経済」「社会・文化」など 9 科目の
うち最大 2 科目を選択することができる。  
21 「科学探究領域」は、「物理 I」と「化学 I」、「生命科学 I」、「地球科学 I」、「物
理 II」、「化学 II」、「生命科学 II」「地球科学 II」など 8 科目のうち最大 2 科目を
選択することができる。  
22 朝鮮日報（2016 年 11 月 18 日付）。  
23 随時募集において、2015 学年入試では 5％が、2016 年度は 10％以上、2017
年度は 0.4％が減少する（韓国大学教育協議会、前掲書）。  
24 韓国大学教育協議会「第 135 次理事会議決事項」、2008 年。  





27 韓国大学入学査定官協議会 HP（http://www.kauac.kr/）、2017 年 1 月 8 日閲覧。  
28 韓国大学教育協議会、「入学査定官選考（学生簿総合選考）100 問 100 答資料
集」。  
29 カン・イング「入学査定官選考の評価基準と最終評価との関係－G 大学の事例
を中心に－」『韓国教育問題研究』第 30 巻 1 号、2012 年、3 頁。  
30 「類似度検証システム」は、受験生が提出した自己紹介書と教師の推薦書を大
学内、大学間で類似度検索できるようにするシステムで、直前の 2 年間を含む 3
年間のすべての志願者の書類をもとに検索される。そして、その結果で類似度が
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の簡素化及び大学入試制度発展方案」、2013 年。  
32 教育部の「2014 年主要業務報告」では、私教育費のなかでその比重が最も高い
とされる英語科目の一人当たりの費用（2012 年、34％）は 2014 年の 9~12 月の
4 カ月間で 24.2 万ｳｫﾝ→24.0 万ｳｫﾝ→24.0 万ｳｫﾝ→23.6 万ｳｫﾝへと減少したと明か
している。  
33 京郷新聞（2017 年 9 月 14 日付）。  
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第４章 首都圏大学と地方大学の格差  
 
 


































向」は今なお健在である。2015 年現在、首都圏の人口は 2,547 万人で全人口の 4
9.4％を占めており、その推移をみると、2000 年の 46.3％から 2005 年は 48.2％、




を超える 52.0％を占めており、15－29 歳の青年就業者は 54.3％に相当する約 21
4 万人が首都圏の企業で働いている。また地域別生産規模においても、2014 年の
総生産額（1,485 兆ウォン）のなかで首都圏地域のそれが占める割合は約 727 兆
ウォンで全体の 49％であった。  
 
【表 4－1】大学及び大学生数（2012）                    
区分  首都圏  地方  計  
大学数  72（36％）  129（64％）  201 大学  
大学生数  822,369（37.1％）  1,395,911（62.9％） 2,218,280 人  
大学入学者数  135,752（35.8％）  243,830（64.2％）  379,582 人  
出典：韓国教育開発院「教育統計サービス」2017 年＜https://kess.kedi.re.kr/ind
ex＞（2017 年 11 月 4 日閲覧）。  
 
このような傾向は高等教育においても同じことが言える。【表 4－1】が示すとお
り、2012 年現在、大学総数（4 年制）201 校の 36％が首都圏に所在し、学生数も
221 万 8,280 人のうち、37.1％が首都圏の大学に在学している。  
 
【表 4－2】首都圏大学と地方大学の教育及び研究条件の比較    
区分  専任教員 1 人当りの  
学生数  教授 1 人当りの研究費 学生 1 人当りの支援額  
首都圏  33.3 人（100％）  6,500 万ｳｫﾝ（100％） 81 万ｳｫﾝ（100％）  
地方  36.3 人（109％）  4,900 万ｳｫﾝ（75％）  52 万ｳｫﾝ（64％）  
出典：教育部「高等教育国際化推進戦略報告書」、2012 年。  
 
また教育研究面においても地方大学は首都圏のそれより劣悪な状況にある。【表
4－2】で示されるように、教授 1 人当りの研究費では、首都圏大学が 6,500 万ウ
ォンであるのに対して、地方大学は 4,900 万ウォンの水準で顕著な差がみられる。
そして、専任教員 1 人当りの学生数においても、首都圏大学の 33.3 人に対して地
− 46 −
  
方大学は 36.3 人でやや多い。  
このような状況は、地方大学の学生募集にも影響を与えている。新入生の充足
率をみれば、ほとんど減少がみられない首都圏大学に対して、地方大学は漸進的











【表 4－3】地方大学の学生充足率の推移（当該年度 4 月 1 日基準）  
区分  新入生充足率（％）  在学生充足率（％）  2010 2011 2012 平均  2010 2011 2012 平均  
首都圏  98.0 94.5 97.7 96.7 96.2 90.5 92.2 93.0 





































 韓国の場合、全大学の約 63%、また私立大学の約 58%が地方に所在している。
在学生数からみても、人口 1,000 人当りのそれは首都圏が 54 人であるのに対して







































た要因を 3 つにまとめることにする。  
 
（2）地方大学が直面した問題  
 ① 大学の量的拡大   











らに 2025 年以降は入学定員の 30％以上が定員割れになることが予想されている。
しかし、こうした予測があったにも関わらず 1995 年「大学設立準則主義」10によ








【図 4－2】学齢人口の変動推移  【図 4－3】大学入学定員数と高校卒業者
数の推移  
出典：統計庁、「将来人口推移」、2011 年。 出典：政府合同、「08～18 中長期人力受給
展望」、2007 年。  
 
② 大学の努力不足  
















れるとおりであり、2011 年から 4 年間の財政支援制限大学と学資金ローン制限大
学及び経営不振大学を公表した結果、地方大学に特に問題があることが明らかに
なってきている。例えば、4 年制大学における財政支援制限大学は、首都圏大学が
16 校である反面、地方大学は 53 校で首都圏の 3 倍を上回っている。また学資金






【表 4－4】2011～2014 年度財政支援・学資金制限大学及び経営不振大学の現況  
区分  
財政支援制限大学  学資金ローン制限大学 経営不振大学  
首都圏大





































2011 - - - - 3 - 12 15 12 
2012 8 2 20 13 2 - 7 8 6 
2013 5 3 18 17 1 - 6 6 3 
2014 3 2 15 15 1 - 5 8 1 - 4 4 
計  16 7 53 45 7 - 30 37 1 - 4 4 
出典：教育部「地方拠点大学育成及び特性化方案研究」、2013 年。  
 













































【図 4－4】地方大学育成の基本方向   
ビジョ
ン   地域における創造経済のけん引及び創意人材の養成  




5 大  
推進  
課題  






















































































予想されたこともあるが、2017 年 10 月 27 日、文在寅政府は E クラスの２大学に
対して廃校措置を取り、大学に対する強制的な構造改革が今後も続く可能性を示
した。2 校は韓中大学と大邱外国語大学で、両方とも地方大学である(江原道と大




韓国の 4 年制大学で、首都圏以外の地方に所在する大学は全体の 6 割以上を占












                                                          
1 統計庁国家統計ポータル＜http://www.index.go.kr/potal/main/PotalMain.do
＞（2016 年 11 月 3 日閲覧）。  
2 韓国教育開発院「教育統計サービス」2017 年＜https://kess.kedi.re.kr/index＞
（2017 年 11 月 4 日閲覧）。  
3 チョンらは、地域人材の人生周期段階別の首都圏流出状況について、新入生の大
学進学による 1 次流出と、在学生の編入学による 2 次流出、卒業生の就職による
3 次流出に区分している（チョン・ジェシク他『教育と労働市場の連携と成果（I





                                                                                                                                                                 
頁。  
5 チュ・チョルアン「知識基盤社会のための地方大学の実態分析と育成戦略」『地
方教育経営』5（１）、2005 年、119-146 頁。  
6 連合ニュース（2016 年 6 月 1 日付）。  
7 パン・サンジン「地域教育均衡発展政策の教育財政経済学的アプローチ」『教育
財政経済研究』13（2）、2004 年、352 頁。  
8 教育部「地方大学育成方案」、2013 年。  
9 韓国職業能力開発院『地方大学及び地域均衡人材育成支援の基本計画樹立のため







11 教育部『地方拠点大学育成及び特性化方案研究』、2013 年、9 頁。  
12 同上、12-13 頁。  
13 同上、15 頁。  
14 金大中政府の「BK21 事業」における「地方大学育成」、盧武鉉政府の「NURI
事業」、李明博政府の「教育力量向上事業」がそれに当たる。  
15 教育部「地方大学育成方案」、2013 年、7 頁。  
16 2014 年の主要な財政支援事業を通した地方大学に対する支援額は前年対比約 8
00 億ウォン（約 80 億円）増加した総額 4,500 億ウォン水準となった。  
17 例えば、「BK21 プラス事業」や学術研究支援事業などにおける地方大学の支援
比重を拡大するとして、前者は 2012 年現在の 24％から 35％へ、後者は 2013 年





 第 5 章 地方大学特性化事業  
 
 














































































【図 5－1】「地方大学特性化事業」のビジョン及び目標  
 
出典：教育部「2014 年地方大学特性化事業施行計画」、2014 年。  
 
2014 年に発表された同事業の施行計画によれば、その基本方向は 5 つにまとめ
られる7。  
第 1 に、「CK 事業」は、地方大学を地域における創造経済造成の主役として育
成・支援する。「CK(university for Creative Korea)」という事業の名称にもそ
の意志が反映されており、学部教育の内実化及び学問分野の活性化を通して地方
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政策目標として 3 つの類型に分類して運営されている8。それは【表 5－1】で示さ
れるように 1）大学自律類型、2）国家支援類型、3）地域戦略類型に分類され、











【表 5－1】事業類型の区分及び予算配分額  
類型  大学自律  国家支援  地域戦略  
内容  大学が独自に
特性化育成  
人 文 、 社 会 、 芸
術・体育、自然系
列及び国際化  







































【表 5－2】事業類型別に申請可能な事業団数及び予算額     （単位：ｳｫﾝ） 
区分  大学自律  国家支援  地域戦略  合計  
大学  
規模  大  中  小  大  中  小  大学別に 1 事業 大  中  小  



















































296,397 40 355 137 75 567 
江原・大慶圏  
（大邱・慶北、江原）  250,144 32 298 119 75 492 
豪南・済州圏  
（広州・全南・北、済州）
186,994 30 229 96 75 400 
東南圏  
（釜山、蔚山、慶南）  228,264 24 268 108 75 451 































全体在学生の 1/2 未満に制限する。  













 現在の特性化条件と今後の計画に対する評価に区分される。  
【図 5－2】選定評価の基本構造  
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  || ||  || 
小計   大学点数（30％）  ＋ 事業団点数（70％） ＝  事業団総
点  
出典：教育部「2014 年地方大学特性化事業施行計画」、2014 年。  
 
事業団選定の評価は合計 100 点になるが、その内訳は、所属大学の実績と今後










支援実績の 7 つの指標で 15 点が配分される。また大学の制度革新及び事業団支援
計画領域において、大学の目標とビジョンや、学部教育の内実化のための大学の







産学協力の実績、就職・創業支援の実績など 8 つの指標で 35 点が配点される。そ
して、特性化計画領域では事業団のビジョンと特性化計画、教育課程の構成及び
運営計画、学部生育成及び支援計画、学部教育の内実化及び支援インフラの拡充






2014 年 2 月に施行計画が公表された「CK 事業」は、同年の 7 月に最終的な選
定結果が発表された18。それによれば、2 月から 4 月末までの 2 カ月間の公募を行
い、全国の 195 大学（4 年制）のうち計 160 大学から 989 事業団が応募した。そ
の後、各事業団が提出した事業計画書をもって、5 月から 2 カ月間の定量評価をは
じめ、第 1 段階の大学発表の評価と第 2 段階の事業団発表評価及び公正性検証委
員会の審議を経て最終的な事業団が確定した。  
最終選定結果は【表 5－4】のとおりであり、地方大学は 80 大学から 265 事業
団が選定され、首都圏大学では 28 大学の 77 事業団が選ばれた。圏域別にみると、
地方では、忠清圏が 27 大学の 80 事業団、大慶・江原圏が 19 大学の 67 事業団、
豪南・済州圏が 16 大学の 55 事業団、東南圏が 18 大学の 63 事業団が選定され、
首都圏大学では、ソウル圏が 18 大学の 48 事業団、京畿・仁川圏では 10 大学の
29 事業団が選ばれた。  
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団数  支援額  
地方  忠清  34 43 3 27 80 585 億ｳｫﾝ 
大慶・江原 29 35 3 19 67 490 億ｳｫﾝ 
豪南・済州 24 28 3 16 55 401 億ｳｫﾝ 
東南  27 33 3 18 63 469 億ｳｫﾝ 
小計  114 139 12 80 265 1,945 億ｳｫﾝ 
首都
圏  
ソウル  25 23 － 18 48 332 億ｳｫﾝ 
京畿・仁川 15 14 － 10 29 208 億ｳｫﾝ 
小計  40 37 － 28 77 540 億ｳｫﾝ 
全国  合計  154 176 12 108 342 2,485 億ｳｫﾝ 
出典：教育部「地方大学育成及び大学特性化のための『大学特性化事業』選定
























【表 5－5】地域社会・産業と連携した事業団の例  






慶北大学  スマート電子特性化事業団  












忠清大学  国防 ICT 融合人力養成事業団  
豪西大学  忠清圏ディスプレイ創意実務型人材養成事
業団  









圓光大学  安心安全農食品人力養成特性化事業団  
出典：教育部「地方大学育成及び大学特性化のための『大学特性化事業』選定

















【表 5－6】圏域別の国際化分野優秀事例  
圏域  大学  優秀事例事業団  
ソウル圏  ソウル大学  グローバルリーダー養成のための新シルクロー
ド事業団  
京畿・仁川圏  仁川大学  グローバル融合大学（仁川・松島国際都市連携） 
大慶・江原圏  慶北大学  グローバル食糧資源・農業開発専門人材養成事業
団  
東南圏  慶星大学  靴産業 Global Business 核心力量専門人材養成事
業団  
忠清圏  又松大学  グローバル核心力量を備えたアジア専門経営人
力養成事業団  
豪南・済州圏  全北大学  国際開発協力創意人材養成事業団  
出典：教育部「地方大学育成及び大学特性化のための『大学特性化事業』選定



















【表 5－7】学問分野別選定事業団の比率（主要学科基準）  




舞踊、体育  2.3 
教育  5.6 美術  4.7 
法学  0.6 演劇、映画  0.3 
社会科学  13.5 音楽、伝統音楽  0.3 
言語、文学  6.7 応用芸術  1.2 
人文学  6.4
工学  
建設  1.8 
自然科学  
農林、水産  5.0 機械  6.7 
保健  2.3 産業、安全  1.2 




ンピューター  8.8 
薬学  0.6 化学工業、高分
子、エネルギー  2.9 
化学、生命科学、
環境  9.1 その他  N.C.E 2.3 
※系列別在学生数（教育統計、2013）：人文社会 46％、自然 12％、芸術・体育 10.6％、
工学 26％、医学 4.8％  
出典：教育部「地方大学育成及び大学特性化のための『大学特性化事業』選定結
果」（報道資料）、2014 年。  
 
実際の学問分野別の選定結果は【表 5－7】のとおりで、人文社会分野が 45％、






















（1）「地方大学特性化事業」の中間評価計画   




教育部は、2016 年 3 月に「大学特性化事業の中間評価推進計画（以下、「中間
評価計画」）」を通して、中間評価の基本方向や評価内容、日程などを発表した。
それによると、中間評価は「成果評価」と「再選定評価」の 2 つに大きく分類さ
れる。前者は 2014 年に選定された 106 大学 338 事業団24を対象に特性化の成果を
確認するもので、選定当時に大学と事業団が提示した学士課程の構造改革・改編
や定員削減など、大学に対する改善努力と事業団の実績を総合的に評価する。そ
の結果は 5 月末に確定し、上位 70％の事業団（約 242 事業団）は継続事業団に、
下位 30％の事業団（96％）は再選定評価事業団に分類された。後者は、新規事業








 【図 5－3】大学特性化事業中間評価の推進体系図  
 









 「中間評価計画」が公表された 2 ヵ月後の 2016 年の 5 月に、「CK 事業」の成
果評価の結果が発表された。338 事業団のうち 248 事業団は優秀事業団と認定さ
れ、2018 年まで継続して支援を受けることが確定した。またその中の 8 事業団は
類型別の優秀事例に選定される一方、下位 30％に評価された 59 大学の 90 事業団
は新規申請大学とともに再選定評価の対象となった。事業団の圏域別にみると、
【表 5－8】のようにソウル圏で 12 事業団、京畿・仁川圏で 7 事業団、忠清圏で 2
1 事業団、大慶・江原圏で 17 事業団、豪南・済州圏で 15 事業団、東南圏で 18 事
業団が再選定審査を受けることになった25。  
再選定評価の事業団の公募には首都圏大学の 155 事業団と地方大学の 337 事業
団の計 492 事業団が申請した。評価は 2 段階に分かれて実施され、第 1 段階の評
価では申請大学及び  事業団が提出した事業計画書に基づき、大学の特性化条件及
び特性化計画と事業団の現況などが評価された。この段階では、最終選定事業団
数の約 3 倍数の 254 事業団を第 2 段階評価の対象として選定した。引き続き、第
2 段階評価ではこれら 254 事業団の特性化条件及び今後の計画を評価し、第 1 段
階と第 2 段階の評価で得た点数の合計について審議を経て、最終的に 89 事業団が
− 71 −
 確定した26。  
 
【表 5－8】大学特性化事業の成果評価結果  
  類型  
圏域  
大学自律  国家支援  地域戦略  
継続支援 再選定  
評価対象  
継続支援 再選定  
評価対象
継続支援  再選定  
評価対象  
ソウル圏  19 6 17 6   
京畿・仁川圏  13 2 9 5   
忠清圏  26 8 31 12 2 1 
大慶・江原圏  21 6 23 10 2 1 
豪南・済州圏  18 6 20 8 2 1 
東南圏  20 7 23 10 2 1 
出典：教育部「2016 年大学特性化事業成果評価結果発表」、2016 年。  
 
 2016 年 9 月に発表された再選定評価の結果によれば、【表 5－9】で示されるよ
うに、58 大学から 89 事業団（新規 62 事業団、再選定 27 事業団）が最終的に選
ばれた。既存の特性化事業団から再選定評価の対象となった 90 事業団の中からは
27 事業団のみが継続支援されることとなり、63 事業団が「CK 事業」から退く結


















【表 5－9】圏域別・類型別選定事業団の現況  









（地域共同成長） 計  
首都圏  
大学  
ソウル圏  6 6 - 12 
京畿・  
仁川圏  
4 5 - 9 
地方  
大学  
忠清圏  8 12 1 21 
大慶・  
江原圏  
5 10 1 16 
豪南・  
済州圏  
6 7 1 14 
東南圏  7 9 1 17 
計  36 49 4 89 




















 て一瞥した。  
「CK 事業」は 2018 年までの中長期的な観点から同事業が安定的に推進できる
よう、その土台を造成し効率性を高めることを目指している。そこで、1 年目（2014
年）には事業計画や成果目標など運営に関する中長期計画を樹立し、2 年目（2015
年）と 4 年目（2017 年）には年次評価を実施した。3 年目（2016 年）には中間評
価を通して、運営不振事業団を排除して新規事業団を追加選定し、5 年目（2018
年）には最終的な総合評価による後続事業の計画を樹立する手順で進められてい
る。実際、2014 年 2 月に施行計画が発表され、同年 6 月に全国 108 大学から 342
事業団（地方大学は 80 校の 256 事業団）が選定され、計 2,485 億ウォンの予算が
投入された。そして、翌 2015 年にはこれまでの特性化事業の成果を評価し、248
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第６章 高等教育と地域人材の育成  
 
 






































備が進められた。2012 年 11 月 23 日に民主統合党 (現在の「ともに民主党」の前
身 )の国会議員らが、公共機関の採用で地方大学出身者を 3 割以上にすることなど
の内容を含む「地方大学発展支援特別法案」を発議したのを皮切りに、約 2 年間
で 3 つの制定案が提出された2。これら 3 つの案を統合・折衷する形で、関係部署




「地方大学育成法」を概説すると、先ず、【表 6－1】のように、同法第 1 章の








【表 6－1】「地方大学育成法」第 1 章の主要内容  
項目  内容  





第 2 条  
定義  





出典：教育部「地方大学及び地域均衡人材育成に関する法律」、2014 年 1 月。  
 


























れ、2014 年 12 月 22 日に出帆した。その役割は、地域の与件と特性を反映した基
本計画の樹立などの総括企画を担当するほかに、推進実績の点検や地域人材採用
実態の分析・評価など、主要事項の審議・調整にあるとされる。この「委員会」
の第１回会議では地方大学の生き残りのため、2015 年から 2019 年までの 5 年間





く関連条例を設定して 2014 年 11 月 6 日に協議会の第 1 回会議を開き、続いて 2015




【表 6－2】「地方大学育成法」と同法「施行令」の主要内容  
項目  主要内容  































 *選抜比率：大学 30％5（江原・済州圏 15％）、専門大学
院 20％6（江原・済州圏 10％） 7 
**地域範囲（6 圏域）：忠清圏、豪南圏、大邱・慶北圏、
釜山・蔚山・慶南圏、江原圏、済州圏  




























































【表 6－3】大学入試における地域人材優遇に関する法律  
第 15 条（大学の入学機会の拡大）  






















これは非首都圏地域を 6 圏域に分類し、大学（学部）では定員の 30％（江原・済










【表 6－4】地域人材の選抜圏域及び選抜比率  














20％  10％  10％  当該地域所在の
大学卒業（予定）
者  
※ 韓医学専門大学の場合、地域の範囲を「首都圏整備計画法」第 2 条第 1 号に








法第 12 条と第 13 条が関連内容を規定しているが、前者は公務員任用を、後者は
公共機関及び企業の新規採用に関わっている。  
  
【表 6－5】公務員任用における地域人材優遇に関する法律  












及びその結果などを国会に報告しなければならない。＜改定 2014.11.19.＞  
出典：教育部「地方大学及び地域均衡人材育成に関する法律」、2014 年 1 月。  
（2）公共機関及び企業における地域人材の採用  










【表 6－6】公共機関及び企業の採用における地域人材優遇に関する法律  










































68 大学が「地域人材選考」を実施したが、これによって合格したものは 5,633 人
で、地域出身合格者の 4.5％に相当した。圏域別に地域人材選抜比率をみると全圏
域で増加して、特に江原圏は選抜比率が 3 倍も増加し、忠清圏の増加幅も 11％を
超えた。その後も、「地域人材」枠の募集定員は増加し続けている。2016 年度入
試では 80 大学 9,535 人、2017 年には 80 大学 1 万 16 人、2018 年度入試にはさら
に増加して 81 大学に 1 万 987 人が「地域人材特別選考」によって選抜される予定





















2017 年 9 月に与党のともに民主党からは「地方大学育成法」の一部改正を推進
する動きが現れた。代表発議したキム・ヘヨン議員は全国 109 の公共機関が地方



































                                                          
1 随時募集は実に多岐にわたる募集枠を設けている。2018 年 3 月入学生を対象と
する 2018 年度の募集要綱をみれば、総数約 26 万人がこの随時募集枠で入学で
きるようになっているがその内訳は次のとおりである： 一般選考（約 13 万人）、
特定科目に優れている特技者（約 6,000 人）、大学の独自的基準による選考（約
8 万人、例えば内申優秀者、多文化家庭出身者、学校長推薦など）、均等な機会
のための選考（約 1 万 7,000 人）、定員外選考（約 2 万 6,000 人）。地域人材選抜
は「均等な機会のための選考」枠に入っている。  






人材育成に関する法律を中心に」『職業と人力開発』第 18 巻第 1 号（2015 年 3
月）、34 頁。  
4 聯合ニュース（2014 年 12 月 22 日付）。  





8 韓国大学新聞（2014 年 5 月 22 日付、2014 年 7 月 22 日付）。  
9 大学教育協議会「2015 年度随時募集・募集要綱添付資料」（報道資料）2014 年、
「2016 年度随時募集・募集要綱添付資料」（報道資料）2015 年、「2017 年度随時
募集・募集要綱添付資料」（報道資料）2016 年、「2018 年度随時募集・募集要綱
添付資料」（報道資料）2017 年。   
10 Veritasα「コラム：地域人材選考、専門大学まで拡大‐2020 年まで 1 万 2,70
0 人規模」、2017 年 11 月 20 日取得。  
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11 ニューデイリー経済新聞（2016 年 9 月 26 日付）。  
12 キム・ブギョン議員他「地方大学及び地域均衡人材育成に関する法律の一部改
定法律案」（2016 年 7 月 21 日発議）。  
13 教授新聞（2013 年 6 月 24 日付）。  
14 ニュース・ワン（2017 年 9 月 17 日付）。  





第７章 大学の構造改革  
 
 





























































①  高等教育の需給展望による先制的な対応  
少子高齢化の問題が世界的に注目されるなか、特に韓国は 2018 年に「人口絶壁
時代」を迎えると指摘されている6。統計庁の発表によれば 2015 年 11 月以降 17
カ月出生率は立て続けに減少しており、2016 年の年間の出生数は 40 万 6,300 人




















④  留学生・生涯学習など新たな高等教育の需要拡大の限界  
 近年の専門大学における成人学習者の比率をみると、1999 年の 9.1％に対して
2008 年には 16.1％に増加して小幅の増加傾向にあるが、4 年制大学は 12－13%内





















施することにした。具体的には、第 1 期（2014－2016）には 4 万人、第 2 期（2017
－2019）には 5 万人、第 3 期（2020－2022）には 7 万人を削減する予定で、大学
評価で優秀大学と評価される大学を除外したすべての大学を対象に 9 年にわたっ
て約 16 万人を削減することになる。  
 
【表 7－1】周期別の定員削減目標（案）  
評価周期  第 1 期  
（2014～16 年）
第 2 期  
（2017～19 年）
第 3 期  
（2020～22 年）  合計  
削減幅  4 万人  5 万人  7 万人  16 万人  
削減時期  2015～17 年度  2018～20 年度  2021～23 年度  9 年間  































【表 7－2】5 等級別の構造改革措置  
等級  構造改革措置  
最優秀  定員の自律削減、政府財政支援事業参加  
優秀  定員の一部削減、政府財政支援事業参加  
普通  定員の平均水準削減、政府財政支援事業参加  
不振  定員の平均以上削減、政府財政支援事業参加制限  
国家奨学金 II 類型未支給、学資金ローン一部制限  
とても不振  定員の大幅削減、政府財政支援事業参加制限、国家奨学金 I・II
類型未支給、学資金ローン全面制限、自発的退出の誘導  
※国家奨学金 I 類型：所得連携で差等的支援  
国家奨学金 II 類型：大学の自主的努力（授業料引下げ、奨学金拡充）と連携支援  


















































 1）大学の段階評価  
4 年制大学を対象にする構造改革評価では、先ず、すべての大学を対象にする「1
段階評価」が実施される。この段階では、【表 7－3】で示されるように定量指標 6








指標は 5 点尺度を適用して評価点数を算出する。  
 
【表 7－3】1 段階評価の項目及び指標  
















出典：教育部「大学構造改革評価基本計画」、2014 年。  
 
そして、1 段階評価ではこれら指標評価による点数の合計から各大学を上位等級
に当たる「グループ 1」と下位等級の「グループ 2」に区分する。「グループ 1」
は【表 7－4】のようにさらに A、B、C 等級に分類され、Ａ等級大学は定員削減
の対象外になるため、その基準の適用が厳格に行われる。つまり、教育環境項目






【表 7－4】1 段階評価の等級区分  
A 等級  教育環境項目が満点で、その他の指標では 80％以上を獲得した大学  
B・C 等級  A 等級以外の大学のなかから点数によって区分  
出典：教育部「大学構造改革評価基本計画」、2014 年、より筆者作成。  
 
次の「2 段階評価」は、1 段階評価において「グループ 2」に分類された大学を
対象に実施される。評価指標は【表 7－5】で提示されるように 3 項目からなる 6
つの指標を 40 点満点に、評価尺度を 5 等級に区分して評価委員が定性評価を通し
て等級を付与し点数を算出する。そして、最終的には 1 段階評価と 2 段階評価の
合計点数によって D、E 等級を決定する。なお、この 2 段階評価の結果が優秀な
大学（「グループ 2」の 10％以内）については「グループ 1」（C 等級）に再調整
することも可能である。  
 
【表 7－5】2 段階評価の項目及び指標  
項目（40）  評価指標  






特性化（10）  特性化計画の樹立、推進、成果（10）  
出典：教育部「大学構造改革評価基本計画」、2014 年。  
 
2）専門大学の一括評価  
 専門大学は全体大学を対象に一括評価を実施して【表 7－6】のように A～E の
5 等級に区分する。定量指標 6 項目と定性指標 8 項目、定量・定性指標 2 項目か
らなる 16 項目の指標による評価が実施され、指標別の点数算出及び等級区分の方
法は 4 年制大学のそれと同様である。  
 
【表 7－6】専門大学の一括評価の項目及び指標  











































【表 7－7】構造改革評価と構造改革措置  
等級  構造改革措置  
グループ 1（A～C） 政府財政支援事業に参加可能  
グループ 2 
D 
2016 年度政府財政支援事業への制限あり  
・2016 年度国家奨学金 II 類型の未支給、2016 年度学資金
ローン制度の一部制限  
E 
2016 年度政府財政支援事業への制限あり  
・2016 年度国家奨学金 II 類型の未支給、2016 年度学資金
ローン制度の全面制限  
















（1）2015 大学構造改革評価の結果  
以上のように、韓国政府は大学構造改革の「推進計画」と「評価計画」を樹立
し、それに応じざるを得ない各大学は提示された評価指標に合わせて 2015 年 3 月
までに自己評価を実施した。その後、「委員会」による 1 段階の書面・現場評価を
受けて、意義申立ての過程を経て再び 2 段階の書面・現場評価が行われ、2015 年
8 月 31 日にその評価結果が発表された。以下では、大学構造改革評価の結果とそ












【表 7－8】定員削減比率  





4% 7% 10% 15% 7% 
専門  3% 5% 7% 10% 5% 




そして、実際 2015 年の構造改革評価で勧告された定員削減人数は 5,439 人で、
これは各大学が自律的に削減した定員数を含めると第 1 期の目標削減人数である
4 万人を上回る約 4 万 7 千人であった。  
第 2 に、評価結果が芳しくない大学に対しては厳格に構造改革を推進する一方、
教育の質向上が期待できる大学には自律的な改革を積極的に支援する。すなわち、























以上のような政府の方針下で推進された 2015 大学構造改革評価は、2015 年 4





して「グループ 1」と「グループ 2」に区分し、前者では 95 点以上を A 等級、90
− 99 −
  
点以上を B 等級、90 点未満は C 等級に分類し、また後者では 70 点以上を D 等級、
70 点未満を E 等級に分類した。  
 
【表 7－9】等級区分及び大学数  




大学  34 56 36 26 6 5 29 
専門
大学  14 26 58 27 7 3 2 
出典：教育部「大学構造改革評価結果発表」（報道資料）、2015 年。  
 
その結果、D～E 等級の判定を受けた一般大学 32 大学と専門大学 34 大学の 66
大学は翌年まで 1 年間の政府財政支援が制限され、定員の 7~15%を削減すること















韓国では 2017 年 3 月大統領の弾劾による政権交代がなされ、同年 5 月に新政府
が誕生した。新政府の文在寅政府は政策全般において前政権のそれから大幅な方
向転換を試みているが、大学構造改革政策については前政権の「評価計画」をも

























ある。また評価方法においても変化が予定されており、1 次評価で全国 5 圏域別に
「自律改善大学」と「改善勧告大学」を選定し、後者については 2 次評価を通し
て定員削減を勧告すると予告している。そして、評価結果による定員削減の目標
人数は当初の「推進計画」が定めた 5 万人から半数以上を減らした約 2 万人に大
幅に下げられる予定である。なお、2021 年から始まる第 3 期評価については、高
等教育関連のさまざまな利害集団の意見も取り入れて、計画の完全廃棄に向けて
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6「人口絶壁」とは、Harry S. Dent Jr.が『The Demographic Cliff』で提示し
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23 韓国大学新聞（2017 年 10 月 24 日付）。  
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Higher Education in South Korea: 
Globalization and Local Universities 
 
Yoshikazu Ogawa and Heeeun Kang 
 
 
    This work is a handbook of current higher education in South Korea, covering 
recent controversial issues while offering for readers the basic information and features 
of higher education.  Its seven chapters can be divided into two parts.  The first three 
chapters deal with the background of Korean higher education to enable one to grasp 
the features of the current system.  Chapter One overviews the brief history of Korean 
higher education since 1945, while Chapter Two gives information on the types of 
higher education institutions.  Chapter Three discusses the college entrance 
examination system about with which the society has long been much concerned.  
These chapters provide an understanding of how the higher education has expanded to 
the universal level and has also faced some specific problems. 
The last four chapters deal with the trend of government reform which attempts to 
solve the problem; Chapter Four examines the specific problems of the gap in the era of 
the universal stage between metropolitan area universities and other local ones.  
Chapter Five focuses on the realities and changes of local universities which are much 
concerned with the gap.  Chapter Six refers to several tactics of local universities such 
as collaboration with industry to train more local talents, and, finally, Chapter Seven 
deals with college evaluation issues to minimalize the size of the higher education 
system.  These four chapters reveal that the individualization of each local university 
and restructuring of the higher education system are critical points for local universities 
to survive in the future.  
 
   
   
                                                          
 Professor, Hiroshima University 
















  広島大学大学院教育学研究科教授 

















2018(平成 30)年 3 月 31 日 発行 
 
著 者 小川 佳万・姜 姫銀 
発行所 広島大学高等教育研究開発センター 
〒739-8512 広島県東広島市鏡山 1-2-2 
電話 (082)424-6240 
http://rihe.hiroshima-u.ac.jp 









H I G H E R  E D U C A T I O N
HIROSHIMA UNIVERSITY










Higher Education in South Korea:







  ? ?????????????
